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《書評》
山下洋史著 『情報 ・知識共有 を基礎 としたマネ ジメン ト・モデル』
金 子 勝 一☆
本書は、「マネジメン ト・モデル」に関する研究書である。著者は組織、特に人間関係の複雑な問題に
関 して、その問題の本質を模写することができるようにしながら、シンプルなモデルの提案に研究の焦
点を当ててきている。本書も同様に、非常に複雑かつダイナミックな 「経営システム」における問題を
できるだけ簡潔に記述するというアプローチが とられている。
さて、社会における情報化 ・国際化の進展は著 しく、これらの変化に対 して手を挨いて見ていれば淘
汰 されてしま うことになるであろう。そこで、経営資源の4要 素である3M+1(Man,Materia1,Money,
Information)を有機的に結びつけ、かつ有効に活用しながら、全体としての経営システム(経営組織)
の調和を保ちつつ、迅速かつ柔軟に対応することが、変化の著しい時代を生き抜 くための必須条件とな
ってきている。本書では、このようなダイナミックに変化する環境に対応する企業活動を、「マネジメン
ト」の視点から捉えてモデル化する試みがなされてお り、これは 「マネジメン ト・モデル」の問題 とな
るものとして議論が展開 されることになる。そして、人的資源管理論 ・組織論を中心 とした領域の問題
を、マネジメン ト・モデルの構築を通 して、工学的なアプローチを含めた学際的な視点か ら、理論展開
が図られている。それと同時に、1990年代以降、多くの企業が高い関心を寄せてきた代表的なマネジメ
ン ト・モデルであるベンチマーキング、リエンジニアリングおよびサプライチェーン ・マネジメン トに
理論的な基盤 を与える試みがなされている。
本書は、「序論 本研究の目的 ・背景 と前提条件」、「本論 新たなマネジメン ト・モデルへの挑戦」、
「結論 研究成果のまとめと今後の課題」から構成 されている。
序論では、まず、研究目的、研究の進め方、研究の背景が述べ られている。本書の目的は、組織にお
ける情報共有 と知識共有,改 善とイノベーション,メ ンバーの学習 と活性化,堅 い組織と柔らかい組織
といった経営に関す る問題を多面的に検討するための枠組みを提示することにある。そして、これ らの
多面的な視点か ら人間の社会的情報処理過程の問題を、組織とい う舞台の上で論 じていくことになる。
次に、基本概念(シ ステムと組織 情報と知識,管 理 と支援,活 性化されたメンバー等)に 関する定義
と位置づけが明確にされ るとともに、本研究の問題領域およびその基礎となる前提条件 と限界が述べら
れている。そ して、従来の研究と本研究の特徴について整然かっ明確に述べられている。 これにより、
抽象度の高い概念やフレームワークが明確にされると同時に、本論以降の理論的な基盤を固める役割を
果たしている。
☆山梨学院大学経営情報学部助教授
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本論は第1章 から第12章から構成 されており、基本モデルである第1章 の 「組織における情報共有と
知識共有の概念モデル」、第2章 から第5章 の 「組織におけるメンバーの活性化」研究、第6章 から第8
章の 「組織における改善一イノベーシ ョン」研究、第9章 から第12章の 「情報共有と知識共有に基づく
全体最適化のためのマネジメン ト・モデル」研究に分類される。そ して、各章それぞれに、マネジメン
トの問題を考える上での多くの示唆を与えてくれる概念モデルや概念フレームワークが1つ ないしそれ
以上、提示 されている。
第1章 では、まず、IBC(InformationBasedComplexity)[1],[2]の枠組みに沿って、情報と知識の
関係についてシンプルで抽象的な 「情報と知識に関する概念フ レームワーク」が提案 されている。 ここ
では、情報を 「局所的情報」として、また知識を 「大局的情報」 として位置づける視点が提示 されてい
る。このフレームワークによれば、知識は 「情報から我々が知ろうとしている状態を推移するための写
像」として位置づけられ ことになる。その上で、知識の価値が、①多くの情報を説明することができる
広範さ(説 明可能性)と 、②多くの情報を簡潔な形式で滑らかに結びつける滑らかさ(簡潔 さ)に ある
という視点が提示されている。さらに、本書における議論の中心 となる組織 ・メンバーの活性化を考え
る上で、情報共有と知識共有は重要な視点となる。これに対 して、「組織における情報共有と知識共有の
概念モデル」が提案 されている。まず、組織における情報や知識の共有の度合いを 「浸透度」とい う概
念を導入、この浸透度の境界が明確でないといった点に対 してはファジィ理論を援用 し定量化 を試みて
いる。 この概念モデルにより、従来の研究において明確な枠組みが提示されていなかった情報共有と知
識共有の問題に対 して、新たなアプローチの可能性が示唆されている。
第2章 から第5章 では、「組織における知的 ・創造的活動の源泉はメンバーの活性化にある」 という基
本的視点に基づき、「組織メンバーの活性化」研究が展開される。
まず、第2章 では、「ランク ・ヒエラルキーによるインセンティブ」(以下、「R田」)、人的資本の理論、
日本の半水平的組織構造、内部昇進制といった先行研究を通 して、 日本におけるランク ・ヒエラルキー
(以下、「RH」)の価値 と役割にっいて、対象を組織だけでなく学校や仕事以外に拡張して興味深 く理論
展開されている。さらに、RHIの概念が、これまでその対象とされてきた本属組織内のみならず、本属組
織外や就職以前の学生 ・生徒にも適用 しうる多様性を持つことに注 目し、「RHI拡張モデル」が提案され
ている。これ らにより、日本人の価値観を捉える際のユニークな視点が示 されると同時に、日本の組織
特性を再考する上での一つの方向性が示唆 されている。
第3章 では、ノV次元の業務空間上に個人最適方向ベク トル と企業最適方向ベク トルを定義 し、組織にお
けるメンバーの 「専門的学習」 と 「幅広い参加的学習」を記述するための 「学習の二面性の概念モデル」
が提案されている。 さらに、この概念モデルを基に学習の問題 を定式化 し、定量的分析を行 うための指
数回帰モデルが提案 されている。これにより、組織のメンバーが行 うべき学習の方向性に関する示唆が
与えられている。
また、第4章 では、日本人が好んで用いる言葉である 「活性化」の問題に焦点を当て、高橋[4]の1-I
chart(Identification-Indifferencechart)に基づき、「組織におけるメンバーの活性化のカタス トロ
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フィー ・モデル」が提案 されている。1-Ichartにしたがえば、組織活性化は2次 元平面により 「無関心
度指数を低め、一体化度指数を高めること」と表現されている。これに対して、提案モデルは組織への
貢献度の軸を追加 し3次 元空間へ拡張す、ることにより、組織に対す る 「メンバrの貢献度」のジャンプ
や 「迷信的学習」 といった現象の記述を可能とし、組織のメンバーが活性化 していく際の学習の方向性
を示唆するものとなっている。
そ して、第5章 では、前章で論じた 「組織におけるメンバーの活性化」の枠組みを基礎 とし、組織 と
仕事の両面に高いコミットメン トを示すメンバーを、太田[5]の「組織人モデル」と 「仕事人モデル」を
統合 した 「活性人モデル」の視点 として、「組織におけるメンバーのコミッ トメン トと活性人モデル」が
提案 されている。このモデルにより、組織人モデル と仕事人モデルの両立が可能であ り、それ と同時に
急速に高度化する仕事に対応するための学習の方向性が示唆 されている。
次に、第6章 から第8章 では、組織における現状維持型の消極的な態度 を打破 し、組織に創造性を注入
する役割を果たす 「改善」と 「イノベーション」の存在に注目し、「組織における改善一イノベーション」
研究が展開されている。
まず、第6章 では、ぬるま湯感 と未来志向性とい う2っの要因の組み合わせによって、「イノベーショ
ン」、「改善」、「不満」、「現状維持」の4っ の状態を記述することと同時に、これ ら4つ の状態に関する
「貢献度」の 「非対称性」をくさびのカタス トロフィー曲面上で記述する試みを行ってお り、「改善一イ
ノベーションのカタス トロフィー ・モデル」が提案 されている。これにより、改善やイノベーションの
背後に存在する組織メンバーの心理的要因の把握を可能にしている。
第7章 では、組織における 「改善」を生み出す組織学習に注 目し、「高次学習と低次学習」の中間的存
在 として 「中次学習」なる概念が新たに導入 されるとともに、メンバーの創造性の発揮が 「中次学習」
以上の学習により可能になることが主張されている。
さらに、第8章 では、組織変革を妨げようとする組織慣性、とくに 「環境の変化の質が異質で、変化
の度合いが小さい場合」の組織慣性の大きさに注目して、「組織におけるイノベーションのジレンマ ・モ
デル」が提案 されている。このモデルにより、「予期せぬ問題」に対 して柔軟に対応する 「柔 らかい組織」
が 「予期せぬ成功」をもたらす基盤 となることが示唆されている。
第9章 から第12章では、「組織メンバーの活性化」研究と 「組織における改善一イノベーション」研
究での議論を受けて、組織における情報共有 ・知識共有 とメンバーのアジリティ(agility;俊敏さ,機
敏 さ)の重要性に注目しながら、「情報共有と知識共有に基づく全体最適のためのマネジメン ト・モデル」
研究を展開している。,
第9章 では、Casson[6]の模倣の合理性と日本企業におけるベンチマーキングの適合性に注目し、組織
メンバーの活性化および組織学習の側面からベンチマーキングの有効性について議論が展開されている。
そ して、模倣の合理性の概念に基づき、ベンチマーキングにおける 「LearningtheBest」(ベス ト・プ
ラクティスに学ぶ)の 合理性が指摘 され、ベ ンチマーキングは単なる模倣ではないが、その模倣自体も
情報が不足している人間や組織にとって、合理的な行動 となるとい う視点が提示されている。
一335一
第44巻第2号2006年3'月
第10章 では、BPR(BusinessProcessReengineering)のめ ざす 、水 平的 コーデ ィネー シ ョン中心の
自律 的な組織 特性 について、MRPシ ステムに代表 され る、垂 直的 ヒエラルキー ・コン トロール 中心 の集
権 的な組 織特性 と対比 させ なが ら検討 がな され 、BPRの め ざす組織特性 は米 国よ りも 日本の組織特性 に
近いこ とを示 唆 している。 その上で、青木[3]の双 対原理 における人事管理 の集 権性 に対 して、BPRにお
けるICT(Information&CommunicationTechnology)の積極 的な活 用に よる情報共有 を代替的 な特性 と
して加 えた 「代替的双対モデル 」が提案 されてい る。
第11章 では 、前章におけ るBPRの議論 を受 けて、 「代替的双対 モデル」がBRPを 中心 と した個別企業
を対象 としてい るものであるのに対 して、サプライチ ェー ン全体へ と拡 張 した 「拡張代替 的双 対モデル」
が提案 され てい る。 そ して、BPRを媒介 と してSCM(SupplyChainManagement)と日本の組織特性(と
りわけJITシステム)お よび米 国の組織特性(と りわけMRPシ ステム)の 対応 づけがな されてい る。 こ
れに よ り、代替 的双 対モデル と拡張代替的双対 モデル の全体最適化 にお ける 「全体」の範 囲の違い が表
現 され ている。
第12で は、地球環境問題 に焦点が 当て られてお り、 「循環型SCM」 の概念 と 「循環型SCMに お ける リ
バース ・ロジステ ィクスの低 エ ン トロ ピー源モデル」 が提示 されてい る。 これ に よ り、生産者 か ら消費
者 とい う片方 向の従来型SCMを 、消費者か ら生産者の リバー ス ・フローを含 んだ 「循環型SCM」 へ と拡
張す ることの必要性 が指摘 され ている。また、「循環型SCMに お ける環境の 内部化 のKCMフ レーム ワー
ク」お よび 「循環型SCMに おけ るリバース ・ロジステ ィクスの二面性」 の枠組 みが提 示 されてい る。
最後 に、結 論では 、研究成果 のま とめ と課題が述べ られ ている。 特に、今後 の課題 と して、提案 モデ
ルや提案 フ レーム ワー クを主要 な先行 研究 と対応づ けて 、そ の理 論的な位置づ けについて検討す る点が
あげ られてい る。
以上 、本 書はマネ ジメン トの 問題 に関 して、各車 ごとに新 しい視 点に よる概念モデル や概 念 フ レーム
ワー クが提案 されてお り、それぞれが示唆 に富みかつ丁寧な理論展 開が図 られ ている。 そ して、 これ ら
の提案モデルや提 案 フ レー ムワー クは 、人 的資源管理論や組織論 といった社会科学の領域 か ら情報管理
論や工学的 アプ ローチを含む学際的な研究領域 をカバー しつつ 、マネ ジメ ン ト・モデル の領 域にお ける
新たな研究方法 のアプ ローチや研究分野 を創 り出 してい るもの と して位置 づけ ることが可能 とな る。そ
のため、本書 は、研 究を志す者 や多 くの研 究者 に とって、新たな視点 か らの研 究を行 う際 に意義の ある
一冊 となるであろ う。
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